様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2024年2月9日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）えぬ・えす・えすかぶしきがいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称　エヌ・エス・エス株式会社
（ふりがな）  なかまち　つよし  
（法人の場合）代表者の氏名 中町　剛  印   
住所　〒947－0035　新潟県小千谷市大字桜町2379－1

法人番号　6110001025319　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社のDXの取り組みについて」

	公表日
	2024年 1月 30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて」
1． 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性
https://e-nss.com/nss_dx.html

	記載内容抜粋
	①当社は目指すべきDX推進により生産性の向上、働き方改革、既存業務の見直しなどをデジタル技術の導入・活用により発展させて、顧客や社会に付加価値を提供するための新たな仕組みを確立します。
②見積りから納品売上までの全工程の最適化により短納期、低価格、高品質な製品提供を実現します。また、性能測定データの活用から新たな価値を創造するとともに環境負荷の低減も目指します。
③従来システムを進歩させ新システムとの統合をはかります。そのための新組織を発足させ全社員へ1人1端末の普及を進めシームレス、リアルタイムの業態を目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項です。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社のDXの取り組みについて」

	公表日
	2024年 1月 30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて」
2． 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な戦略
https://e-nss.com/nss_dx.html

	記載内容抜粋
	・現行の業務プロセスに対する改善提案により業務変革を行います。・社内インフラと管理体制の整備を進めます。(採用専門職を中心とした推進組織の設立、ハード、ソフト導入)・DXに関する外部講習等の人材育成(専門職)と社内講習の実施による全社員のスキルアップを行います。
・各種情報をクラウド上に管理し各社員の端末よりアクセスし伝達、申請、収集を行います。全工程、全社員の業務で基本データベースの共有を目指し連携したデータ展開を行います。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方針に基づき作成された内容であって公表媒体に記載されている事項です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて」
3． 戦略を効果的に進めるための体制
https://e-nss.com/nss_dx.html

	記載内容抜粋
	従来の社内システム担当者に今期、情報処理系の新卒者を加えて推進員を任命します。代表取締役社長を統括責任者とし、各部署よりDX協議員を選出し戦略を推進します。推進員は随時、社外講習の受講、見学会参加等の教育を受け、社内への啓蒙、社員教育もその業務とします。また外部団体 NICO、NAZEとの協力で各種の情報収集に努めます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	・当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて」
4． DX推進への具体的方策
https://e-nss.com/nss_dx.html

	記載内容抜粋
	①全社員にタブレットを導入し端末操作によりペーパーレス、基幹システムとの連携による業務プロセスの再構築を行います。
②グループウェアやWeb会議システムを業務連絡ツールとして活用し、場所を選ばず適切な情報共有ができるように運用します。
③既存システムにおいて仕様に合わせざるを得ない状況から脱却し、システムを有効に使うための適正な選定または自社開発されたシステムで効率的な業務を展開します。
④DX推進室は各部署から選出されたDX連絡協議員と毎月DX会議を開催し情報共有を行います。またDXを活用できる人材の不足が懸念されるため講習会等を開催し自部署で活用、応用できる人材育成を進めていきます。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「当社のDXの取り組みについて」

	公表日
	2024年 1月 30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて」
5． DX戦略の達成状況に係る指標について
https://e-nss.com/nss_dx.html

	記載内容抜粋
	①月次公開される1人当りの付加価値、生産額をDX推進に関する成果指標とします。②DXに関する改善提案は改善効果を明確化し情報共有し展開することでさらなる改善に繋げます。③毎月1回、経営陣への進捗状況、問題点の報告会を実施して確認と解決を図ります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	(1)2024年 1月30日
(2)2024年 1月30日

	発信方法
	(1) 当社ホームページ「当社のDXの取り組みについて　１.企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性 ① 」にて情報発信
https://e-nss.com/nss_dx.html

(2) 当社ホームページ「Topics新着情報」にて情報発信「全社員への端末支給が完了しました」
https://e-nss.com/topics_20240130.html


	発信内容
	(1)当社は目指すべきDX推進により生産性の向上、働き方改革、既存業務の見直しなどをデジタル技術の導入・活用により発展させて、顧客や社会に付加価値を提供するための新たな仕組みを確立します。
(2)DX進捗情報　1月30日をもって全社員135名への端末支給が完了しました。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年 6月 26日


	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、自己診断結果を「DX推進ポータル」に提出しております




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年 6月 29日


	実施内容
	「SECURITY ACTION」二つ星の自己宣言を行い、情報セキュリティ対策に取り組んでいます。
また、当社ホームページにて「情報セキュリティ基本方針」を公表しています
https://e-nss.com/nss_informationsecurity.html
マルウェア対策はEDRを導入しエンドポイントに対する攻撃を検知してその脅威に対応します。それでも100％サイバー攻撃を防げない場合に備え、サイバー保険に加入しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

